
兵庫県流域下水道事業 経営戦略 概要 
 

＜下水道を取り巻く課題と対応の方向性＞ 

 

 
 

                     ⇒ 
 

※ 総務省は、令和２年度までに「経営戦略」を策定するよう要請 
 

＜兵庫県流域下水道事業＞ 

瀬戸内海等の公共用水域の水質保全、生活環境改善のため、昭和41年度から整備を推進 

（４流域６処理区で流域下水道を、２地区で汚泥処理事業を実施） 

 

＜経営戦略の構成・内容＞ 

今後10年間の収支を試算した結果 
 

○ 収益的収支（主に維持管理）及び資本的収支（主に改築更新）とも、資金ベースの収支で、毎年度±０円 

○ 処理場ごとに両収支は完結（赤字の処理場を黒字の処理場で補填する状況は生じない） 

○ 損益上、非現金の黒字が発生（令和10年度、累積黒字 72.4億円）。これは、資産の耐用年数と起債の償還期間 

の差異に起因する黒字であり、当該黒字の現金預金は存在しない （→ 内容、仕組みを右に解説） 
 

今後とも、兵庫県流域下水道事業の経営は、「資金ベースの収支で、毎年度±０円」となる予定 

こうした中で、次の取り組みを進めていく 

 
 
 
１ 効果的な老朽化対策 
・「ひょうごインフラ・メンテナンス10箇年計画」に基づき、計画 

的に改築更新を実施 

・実施にあたっては、国の経済対策補正等を積極的に確保、老朽化対 

策を前倒し、修繕費を抑制 等 

２  資源・施設の有効利用 

・兵庫東流域下水汚泥広域処理場の焼却炉改築にあたり、消化（バ 

イオガスの利用）及び固形燃料化を行い、下水汚泥のエネルギー有 

効活用を推進 

・処理場空間の有効活用 等 

３ 南海トラフ地震等に備える地震・津波対策 

・設備の緊急性、重要性を考慮した目標を設定の上、対策を実施し、 

有事の処理場機能停止リスクを軽減 

４ 効率的な日常維持管理の実施 

・施設の老朽化に伴う修繕費、人手不足に伴う人件費が、増加傾向に 

あるため、包括的民間委託における民間の創意工夫や省エネ機器導入 

により電力使用量削減等の経営努力によって、維持管理費を現状とほ 

ぼ同水準に抑制 

 

（政策的取り組み）  
１ 生活排水処理施設の広域化・共同化の推進 

市町による施設の統廃合を促進し、持続性を高める取組を推進 

２ 豊かな海の実現に向けた取組  
ノリの養殖期の冬期に栄養塩である窒素排出量を増加させる運転（季節別の栄養塩類管理運転）の取り組み

の拡大を図る。（取り組む処理場の拡大、窒素排出量の更なる増加） 

 

３号焼却炉外観 
（兵庫東流域下水汚泥広域処理場） 

処理場上部空間を利用した多目的広場 

（加古川上流浄化センター） 

 

・ 施設の老朽化の進展 
・ 温室効果ガス排出抑制等 
・ 人口減少社会の進展  等 

・ 改築更新の着実な推進 
・ 下水汚泥のエネルギー有効活用 
・ 効率的な日常維持管理の実施 

課 題 対応の方向性 

重点取り組み 

 

 

 



＜兵庫県流域下水道に係る将来見通し＞                     

１ 今後10年間の収支計画 
 

(1) 収益的収支（主として、維持管理経費及びその財源（市町負担金）の収支） 

兵庫県流域下水道事業は、水道事業や病院事業、市町の公共下水道事業などと異なり、使用料収入がなく、 

維持管理費は処理水量等に基づき、処理場毎に市町が負担（全額市町負担）することから､資金ベースの収支 

は､毎年度±０円 

なお、非現金の黒字が、下表のとおり毎年発生。令和10年度には累積黒字が 72.4億円 

（単位：億円） 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

当期損益 24.8 16.0 13.0 8.5 4.4 1.5 0.6 0.4 9.4 4.6 

累積損益 14.1 30.1 43.1 51.6 56.0 57.4 58.0 58.4 67.9 72.4 
 

（累積黒字の要因） 

資産の耐用年数（概ね27年）と起債の償還年数（概ね30年）が異なるため、 
 
Ａ：耐用年数終了前（1～27年目）の資産 

費用（減価償却費：1/27）＞ 収益（企業債償還に係る繰入金：1/30）･･････赤字要素 
   

Ｂ：耐用年数終了後（28～30年目）の資産 

費用（減価償却費：０）  ＜ 収益（企業債償還に係る繰入金：1/30）･･････黒字要素 
   

 となるサイクルにおいて、赤字や黒字の年度がある。（長期的には±０円） 
（Ｒ１～Ｒ10の間は、赤字は発生しない見込み） 

 
（イメージ図） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 収支は処理場ごとに完結（赤字の処理場を黒字の処理場で補填する状況は生じない） 

※ 収益的収支には、上記以外に起債の支払利息が計上され、この財源は、資本的収支の元金償還金と同様、 

県に措置された交付税をもとに、一般会計から下水道事業会計に繰り出される 
 

（Ａ：耐用年数終了前（1～27年目）の資産）

費　　用 収　　益 資産 負債・資本
(減価償却費) （負担金、繰入金） （借方） （貸方）

累積赤字

（Ｂ：耐用年数終了後（28～30年目）の資産）

費　　用 収　　益 資産 負債・資本
(減価償却費) （負担金、繰入金） （借方） （貸方）

（黒字）

30年目で累積赤字が解消

償却資産の耐用年数
（２７年）

資産額の1/27で
費用計上

企業債償還に係る
繰入金　（３０年）

1/30で
収益計上

償却資産の耐用年数27
年経過後、減価償却費
は生じない

貸借対照表

企業債償還に係る
繰入金　（３０年）

1/30で
収益計上

損益

損益 貸借対照表

（赤字）

 



  (2) 資本的収支（主として、改築更新費及びその財源（国庫補助金など）の収支） 

改築更新費の財源は、下図のとおりであり、収支上、毎年度±０円 

なお、市町負担は、計画水量などを基に締結された市町間の協定に基づく負担 

公共流域下水道事業《国費2/3の場合》における建設改良費の財源

国庫
【2/3】

市町（建設負担金）
【1/6】

県（下水道事業債）
【1/6】

        

公共流域下水道事業《国費2/3の場合》における起債償還の財源

使用料負担
(追加負担対象)

30%
【18%】

県交付税措置
49%

【29.4%】

県交付税措置
100%
【40%】

市町実質負担
51%

【30.6%】

市町交付税措置
49%

【29.4%】

市町交付税措置
100%
【40%】

県実質
負担
21%

【12.6%】

下水道事業債(通常分）60% 下水道事業債(臨時措置分）40%

県

(1/6)

市町

(1/6)

市町建設負担金

公費７割私費３割

 

※ 資本的収支には、上記以外に起債の元金償還金が計上され、この財源は、県に措置された交付税 

をもとに、一般会計から下水道事業会計に繰り出される 

 

２ 投資計画 

今後10年間の投資計画は、3カ年（H26～28）の国内示平均額等を元に作成した社会基盤整備プログラムの 

投資事業枠に、今年度の国庫内示状況を反映して作成                     （単位：億円） 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 計 

投資額 157 80 80 81 81 63 63 48 48 46 747 

（主な投資内容）･･･････重点取り組み1､2､3を計上    

(1) 重点取り組み１「効果的な老朽化対策」（約570億円） 

「ひょうごインフラ・メンテナンス10箇年計画」の見直しを反映した改築更新に必要な費用 

兵庫西の老朽溶融炉を１炉休止するとともに、目標耐用年数の5年後を改築更新時期に設定することによ 

り改築更新費用を93億円削減 

・ 見直し前663億円 ⇒ 見直し後570億円（93億円の削減） 

兵庫西の老朽溶融炉1炉休止（削減効果額△72億円） 

目標耐用年数の5年後を改築更新時期に設定（削減効果額△21億円）   

(2) 重点取り組み２「資源・施設の有効利用」（約250億円） 

兵庫東流域下水汚泥広域処理場の焼却炉改築にあたり、消化（バイオガスの利用）及び固形燃料化を行い、下 

水汚泥のエネルギー有効活用を推進 

【下水汚泥のエネルギー有効利用技術を推進】 

 

 

 

 

 

 

(3) 重点取り組み３「南海トラフ地震等に備える地震・津波対策」（約54億円） 

設備の緊急性、重要性を考慮した目標を設定の上、令和3年度末までに対策を完了し、有事の処理場機能 

停止リスクを軽減 

   （注）(1)～(3)の事業費について、重複して計上している部分がある。 

国庫の裏負担を 
県・市町で折半 

平成29 年度建設分より適用 

 



３ 効率的な日常維持管理の実施（重点取り組み４） 

維持管理費を構成する経費について、その性質や見込み方ごとに「固定費」「変動費」「修繕費」の区分に分け、 

流入下水量等の見込みや近年の予算・決算等の状況を踏まえ、Ｒ１年度～Ｒ１０年度の所要額を算出した。 

なお、厳しい経営環境の中、経営効率化の取り組みを継続して推進し、維持管理費の抑制を図り、現状とほぼ 

 同水準に抑える。                                 （単位：億円） 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

固定費 77.0 79.8 79.4 79.1 77.2 78.9 76.5 75.6 76.5 75.4 

変動費 25.5 25.2 25.9 26.0 25.9 25.0 24.8 23.8 23.4 23.3 

修繕費 23.2 23.9 25.8 26.6 27.4 26.3 27.1 25.9 26.8 27.5 

計 125.8 128.9 131.1 131.7 130.5 130.2 128.4 125.3 126.7 126.2 

※ 固定費：変動費、修繕費以外の経費（運転管理業務委託費、人件費、電気料金(基本料金)など） 

※ 変動費：流入下水量等に伴い変動する経費（電気料金（従量料金）、薬品費など） 

※ 修繕費：計画修繕及び緊急修繕 

 

【経営効率化に向けた取り組みの推進】 

○包括的民間委託による更なる効率化 

適正な維持管理水準を確保した上、民間の創意工夫による効率的な運営手法（例：電気、燃料の調達を本社

で一括して実施することによるコスト縮減等）を取り入れた包括的民間委託をH20～23年度に全ての処理場に

おいて導入･･･････････････維持管理費の抑制努力を継続 

○兵庫西の溶融炉3炉を2炉体制に移行し、経費節減････････････効果額2.3億円/年(R1年度～) 

○兵庫東の新炉導入によるエネルギー有効活用に伴う経費節減････節減見込額5.9億円/年(R6年度～) 

○省エネ機器の導入等による電力使用量の削減･････電力使用量を7.2%削減(H19→29年度) 

（導入事例: メンブレン式散気装置） 
 
・ 微細な気泡を大量発生 

 ↓  

・ 処理水に酸素がよく溶ける → 微生物が汚れをよく分解する 

 ↓  

・ 反応槽へ送る空気量を減らす 

 ↓  

・ 電力使用量を削減する 等 
 

○国補正予算等を積極的に確保するなど老朽化対策を前倒し、修繕対象施設を減少させ、修繕費を抑制 

修繕費は100％市町負担。国庫補助対象の老朽化対策は10～15％が県・市町負担 

過去5年の修繕費平均伸び率4%を、経営戦略では3%に抑制 
 

【参考：過去の維持管理費の推移と増加要因】 

維持管理費は、人件費･電気代･修繕費が７割を占めており、次の要因により増加してきたが、上記の効率化に

向けた取り組みにより、今後は現状とほぼ同水準に抑制する。 

・人件費(固定費) 

H19→29にかけ、運転管理委託の範囲拡大により委託人件費は増加 (36.1%増)する一方、まちづくり技術センタ

ー人件費は減少(△30.0%)。結果、伸び率を19.1%増に抑制(委託人件費積算の元となる電工単価は19.4%上昇)。 

・電気代(固定費・変動費) 

東日本大震災に伴う電力供給の逼迫により電力単価(従量料金)  

がH19→29にかけ約6割上昇する中、省エネ機器の導入等によ 

り電力使用量を抑えた結果、電気代の増を38.5％に抑制。 

なお、原発再稼働により、H28年度以降の電力単価は微減傾向。 

・修繕費 

  対象施設の増加及び老朽化により単年平均4%増(過去5年間)。 

※ 計画期間の中間年度（令和５年度頃）に、経営戦略の見直しを行う 

メンブレン式散気装置 

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

［維持管理費実績(H19～29)］
(単位：百万円)

包括委託導入

電気代・燃料費高騰

原発再稼働

 


